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研究成果の概要（和文）： 

 「産後１か月までの子育て支援モデル」を開発しその検証を行った。その結果、SE が低い妊

婦が支援を受けると、母親としての自信が有意に上昇した。一方、SE が高い妊婦は自ら情報や

必要な支援を受ける行動が取れていた。SE や母親としての自信には夫のサポートが影響してい

ることが示唆された。さらに継続して妊産婦に関わった助産師は離職希望のものがおらず、「普

段から気になるお母さんにはこのような関わりができたらよい」と考えるに至っていた。母親

の SE のみならず助産師の SE も向上させるモデルであった。 

 
研究成果の概要（英文）： 
 I developed "The Aid-for-Childcare Model by one month after the delivery", and performed 
the examination. As a result, when the pregnant woman with low SE received support, the 
confidence as a mother went up intentionally. On the other hand, the pregnant woman with 
high SE had taken the action which receives information and required support herself. 
It was suggested to the confidence as SE or a mother that a husband's support has influenced. 
The midwife who participated in research did not wish to leave her job. The midwife thought 
that she would like to provide with this Model all the mother whom a midwife worries. 
It was a model which raises not only a mother's SE but a midwife's SE. 
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１．研究開始当初の背景 わが国の年間出生数は 1973 年以降減少傾

向が続き、現在は年間約 105万人程度である。(１）少子化と子育て不安対策の現実 



合計特殊出生率も、1971 年の 2.16 から、2006

年には 1.32 となっている。この現状をふま

え 2000 年以降、少子化対策や「健やか親子

21」が策定されている。少子化対策と母子保

健の両方の観点から、子どもの心の安らかな

発達の促進と育児不安の軽減が注目されて

いる。 

地域に根ざしたサービスを提供すること

を目的に、1997 年には都道府県から市町村に

保健所サービスが移行した。その結果、母子

保健サービスのうち主に対人直接サービス

を中心とした事業が市町村に委譲された。市

町村は、子育て支援のシステム作り、ネット

ワーク作りなどの連携や体制整備に関する

活動を強化していきたいという意向があり、

母子保健事業の中では重要な位置をしめて

いることがうかがえる（福島：2002）。しか

し、マンパワー不足と都道府県から市町村へ

の支援が十分ではないなどの課題がある（宮

里：2000）。また、母子保健事業の大きな柱

である新生児訪問のサービス提供率も 30%程

度であり、理想と現実の差は大きいといえる。 

 

(２）母親が期待するサービスとは 

産後 1か月時点で母親が希望するサービス

には、子どもの一時預け、24 時間の電話相談

窓口、家事代行サービス、情報提供サービス、

家庭訪問サービスなどがある（島田：2002）。

これらのうち電話相談窓口、情報提供サービ

ス、家庭訪問サービスなどは行政でも提供さ

れているサービスである。しかし、母親たち

はこれらのサービスを認知してはいるもの

の利用頻度は低いことが明らかになってい

る(宮岡：2005)。民間の有料育児サポートも

存在するが、その費用は 1 時間 2000 円前後

の価格設定がなされており、気軽に利用でき

るとは言いがたい。NPO などの場合、1 時間

800 円から 900 円での価格設定であるが登録

制であり、マッチングしない場合サービスが

受けられないなどの問題を抱えている。 

このように、システムはいくつか存在する

もののそれらが機能しているは言いがたく、

育児をする母親が希望するサービスが十分

提供されているとはいえない現状がある。よ

りよい妊娠、出産、育児を経験するためのシ

ステムを思案することは不可欠であると考

える。これまでの研究から産褥 1か月までの

育児経験が、その後の育児に影響することが

明らかとなっている。 

以上を踏まえ本研究では、新しい家族を迎

えたことによる喜びと、危機といわれる時期

である出産後 1か月までのサービスシステム

を思案したい。 

 

(３)モデル開発のための理論 

 産褥期のサービスの構成要素を抽出する

ことで、サービスメニュを提示し、必要なサ

ービスを対象者自らに選択してもらえるよ

うに、『サービスプロフィットチェーンモデ

ル』を援用し、産褥期のサービスシステムの

構築を図りたいと考えた。サービスプロフィ

ットチェーンモデルは、従業員満足度がサー

ビスレベルを高め、それが顧客満足度を高め

ることにつながり、最終的に企業利益を高め

るとするモデルである。このモデルを産褥期

のサービスシステムに応用することで、ケア

提供者の満足度も上がりサービス向上につ

ながる。その結果、サービスの受け手である

女性にも満足を与えことができる。さらに、

職務満足度の向上により、職場への定着率、

生産性に影響を与えるというモデルに従え

ば、産婦人科医や助産師が不足している現状

を改善することにもつながると考える。加え

て、よりよいサービスが提供されることで、

よりよい妊娠、出産、育児の経験につながる

というサイクルの形成が可能であろう。前述



の通り、よい妊娠、出産、育児の経験は出生

率に正の相関を示すことからも少子化対策

となりうると考えている。 

 
 
２．研究の目的 

勤務助産師を活用した産褥 1か月までのサ

ービスシステムを構築することを目的とす

る。また、産褥１か月までのサービスシステ

ムを構築することは、少子化に対して少なか

らず寄与するものと考えている。なお、本研

究では看護専門職から提供される母親が必

要する「ケア」をサービスと考える。 

 

３．研究の方法 

(１）産褥期のサービスメニュを明らかにす

る研究（20年度） 

 まずは実態を把握するために、出産後 1か

月健康診査に来院した女性 400名を対象に実

際に受けたサービスにについて質問紙調査

を実施した。次に、同様に産後 1か月の母親

を対象にどのようなサービスを必要として

いるかについて 20 名にインタビュを行い、

質的にサービス項目を抽出した。さらに、先

駆的なサービスを提供している都内の産後

ケアセンター、神奈川の県立病院と助産所と

の連携のあり方について、訪問調査を行った。 

 

(２）サービスシステム構築に関する研究（21

年度） 

 20 年度の結果をふまえ、病院（出産施設）

と地域との連携について連携研究者および

太田助産師会の有志と検討を行った。またド

イツ、フランスでの家族支援の実際の調査を

行った。 

 

（３）サービスモデルの評価（22 年度） 

これまでの研究と文献検討を基に、施設助

産師が提供する「産後１か月までの子育て支

援モデル」を開発し、産後 1 か月の母親 50

名を対象にその検証を行った。 

 

４．研究成果 

 (１）母親が受けている産後 1 か月のサポ

ートの現実 

 産後 1か月の女性を対象に、質問紙調査を

実施した。その結果、実際に受けたサポート

は実父母、夫と親族からのものとが 70％以上

であり、専門家からのサポートは 10％程度で

あった。希望するサポートでは、専門家に向

けられたものが半数を占めていた。その他、

家事、育児の手助けを求めており、経済的支

援や夫への希望は少なかった。 

 サービスに対する費用負担についての調

査をあわせて行った。その結果、2000 円前後

の値段であればサービスを受けてもよいと

いう女性が多いことが明らかになった。 

 

(２）母親が期待するサービス 

 産後 1か月の女性を対象に、インタビュ調

査を行った。その結果、産後 1か月は、つら

いけれども、何とかやり過ごしている時期で

あることが明らかになった。この背景には、

産後 1か月までの女性は、里帰りにより実家

の家族に支えられおり、産後 1か月の段階で

も非親族によるネットワークが構築されて

いることが考えられた。また、女性たちは専

門家からの「ほんの少し」、「気軽な」サポー

トを求めており、そのシステムを構築する必

要性が明らかとなった。 

 産後 1か月の母親が希望しているサービス

は、「気軽にできる電話相談」、「母乳ケア」、

「いつでも（予約なし）で預けられる託児」

であった。つまり「コンビニエント」なサー

ビスを期待していた。 

 

(３）先駆的なサービス提供の実際 



 産後ケアセンターでは、出産施設との連携

はほぼないといって良い状況であった。一方、

出産施設と地域助産院との連携が履かれてい

る事例があった。出産施設の減少により残っ

た出産施設に出産が集中してしまうことで、

在院期間を短縮する必要性があったためであ

った。医師より「家庭訪問」の依頼を受けて

訪問看護ステーションより訪問に出向くとい

うシステムであった。 

 

（４）20年度まとめ 

 21 年度に向け、さらにモデルとなるシステ

ムを調査するとともに、諸外国でのあり方も

視野に入れた調査を進める必要性を見出し

た。 

 

(５）出産施設と地域連携（専門職同士の検

討会） 

 2008 年度に抽出された希望するサービス

をいかに提供できるかについて保健センタ

ーの保健師、 大田区助産師会の会員と共に 9

回の検討会を行った。その結果、産後 1か月

まで必要なサービスは、施設退院後 2～3日

目には母親自身の身体、母乳育児のこと、10

～13 日目では母乳育児、家族関係の調整、新

生児の変化についての相談や実際的な説明

や指導であることがわかった。また、退院後

2週間経過しても 産後の生活に適応できな

い場合は、さらに継続的にかかわる必要性を

見出した。その中で施設助産師の役割も重要

であることが確認された。 

 

(６）ドイツ・フランスでの子育て支援 

 ドイツ、フランスへの訪問では、両国の保

健省、教育省、病院を訪問することで家族支

援策とその実 際について学び、産後 1か月

までの母を支援するためのサービスの示唆

を得た。具体的には、「怪しい」と感じたと

きにすぐに介入するために、妊娠中、あるい 

は出産後の入院中から、施設勤務者は地域の

専門家に連絡できるシステムが整っている

ことが確認できた。その中でも特に、リスク

ある家族に対しては対面でのサービス提供

が重要であることがわった。 

 

（７）21 年度まとめ 

 現在日本では、母子サービス提供を主に行

っている助産師の 83%が施設に勤務している

現状であり、地域で活躍している者は極わず

かである。地域との連携のあり方に関する検

討会でも、施設助産師の果たす役割として、

産後 1か月までの母子および家族を支援する 

一員として広く活用する必要があることが

明らかとなった。そこで、最終年である 2010

年度は、モデル事業として施設助産師が提供

できる支援を検討し、実施評価する研究を実

施する。 

 

（８）「産後１か月までの子育て支援モデル」 

 本モデルは、①妊娠期から情報提供、②産

後 3、4日目での面接、③退院後 3日目、7日

目、15 日目に 3回にわたり電話あるいはイン

ターネットを介した対面の訪問および相談

により構成されている。評価は、自己効力感

（以下 SE）、母親として自信、情報活用、育

児満足感等で行った。なお、母子共に妊娠分

娩が正常に経過したものを対象とした。 

 その結果、SE が低い妊婦は、母親としての

自信が有意に上昇した。助産師の継続的な関

わりの効果であると考える。一方、SE が高い

妊婦は自ら情報や必要な支援を受ける行動

が取れていた。また、SE や母親としての自信

には夫のサポートが影響していることが示

唆された。さらに継続して妊産婦に関わった

助産師は離職希望のものがおらず、「普段か

ら気になるお母さんにはこのような関わり



ができたらよい」と考えるに至っていた。母

親の SEのみならず助産師の SEも向上させる

モデルであった。しかし、助産師は専門職で

あり、個人のボランティアあるいは慈善的な

支援では組織として継続性をもたせること

は不可能である。したがって時間的、経済的

な保障をする必要があると考える。そのため

には、国からの妊娠・分娩期の経済的な補助

が子育てスタート時期まで拡大されること

を望む。 

 今後、助産師の人員を確保するための経済

的な保障について検討するとともに、母親が

よりよい子育てができるためには、夫を巻き

込んだ夫婦に対する支援についてモデル化

していく必要があろう。 
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